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耐震設計での想定を越える状況における性能を考える「危機耐性」という概念が議論されるようになっている
が，定義については，曖昧なところも多い．本稿では，危機耐性を指向した設計の考え方について考察した．親
和性の高いレジリエンスの研究との比較などから，コミュニティレジリエンスとの連携の重要性等を示した．ま
た，設計手順についても述べ，ストレステストのための仮想的外力としての地震動や，コミュニティと技術者の
情報共有を促しうる体系のあり方について考察した．また，危機耐性を指向した設計を実装するにあたってリス
クガバナンスが重要であることを示した．また，設計指針ではなく認証制度としての実装することを提案した．
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1. はじめに

東日本大震災以降，設計で陽に考慮している範囲を

超えた事象に対する対策として「危機耐性」の議論 1)

がなされている．著者らも危機耐性の実装に向けた議

論を提示した 2)．このような概念自体を否定する意見

は限られているが，逆に，従来の考え方と変わるとこ

ろがないという意見もある．著者らも同様の概念は既

存の設計体系の中に組み込まれていることを示してお

り 3),4)，全く新しい概念であるとは考えていない．必要

なことは，それをいかに実装し実効性を有するものと

することができるかである．しかし，そのためには，曖

昧な面がある危機耐性の定義自体についても議論しな

ければならない．本稿では，そのような背景を鑑み，危

機耐性の考え方を整理し，実装または技術開発に向け

た論点の整理を試みる．

2. レジリエンス研究

危機耐性に近い概念としては，レジリエンスが挙げ

られる．欧米では，当然，危機耐性という言葉はつか

われておらず，resilience-based design 等が広く議論さ
れている．

ASCE Structural Engineering では，2016 年に，
Resilience-Based Analysis and Design of Structures and
Infrastructure Systemsと題した Special Issueを組んでい
る 5)．そこで対象とされている範囲は多岐にわたる．

Echevarria et al.6) は，Concrete-filled fiber reinforced

polymer (FRP) tube (CFFT)により補強された橋脚の耐
震性能について検討している．また，Chandrasekaran et
al.7) は，地震だけでは無くマルチハザードを対象とし

て，橋脚の補強材料を変えたときの性能を比較してい

る．Rodgers et al. 8) は, 大きい外力にも損傷無く耐え
る Damage Avoidance Design (DAD)に関する実験と数
値解析を用いた基礎的な研究を行っている．

これらのような構造に関する研究に加え，レジリエン

ス性能の定量的な評価法についての議論も多い．Cimel-
laro et al.9) では，自身が過去に提案した手法 10) に基づ

き，水道管網の復旧を扱っているが，これは Bruneau
et al.11) のレジリエンスカーブで計算されている．同様

にネットワークを考慮しているものとして，交通ネッ

トワークの劣化に対するレジリエンスを議論している

Alipour et al.12)がある．Reed et al.13)は，電力供給のラ

イフラインのレジリエンスについて，Systemの構成要
素を SDOFでモデル化することで表現するアプローチ
を用いて議論している．Quiel et al.14)は，より多面的な

面から復旧プロセスを評価する方法を提案しているが，

定量化においてはやはり Bruneau et al.11)のレジリエン

スカーブを積分する手法をとっている．これらは，イ

ンフラをシステムとしてとらえ，また，多様なハザー

ドに起因するリスクを念頭に置いている．

これらの議論では，レジリエンスの性能を高めるた

めに，基本的に，復興を効率的にするという視点で議

論されている．インフラの性能向上の効果もその枠組

みで，定量化されている．これは，換言すれば，復旧



へのリソースは供給されうるのでそれを前提に最適化

を図るという問題設定であることを意味する．

しかし，大規模広域災害，特に，経済活動の中枢が

深刻な被害をうけた場合，そのようなリソースが供給

されず，最適解は実現できない可能性もある．例えば，

東日本大震災後の復興に寄与した「くしの歯」作戦は，

迅速に被災地へのアクセスを提供したことが効率性の

観点からも高く評価されている．ただし，その対処方

法や効果を事前に定量的に評価できたとは考えにくい．

同じことが起これば同様の対応が有効かもしれない．

しかし，過去の大災害においては，常になんらかの新

しい課題が出現し，コミュニティ1は対応を迫られてき

た．いわば「想定外」が災害が深刻化する大きな因子

であるといえる．

「想定外などあるべきではない」という論も見かけ

るが，想定していたにせよ，いないにせよ，ありとあ

らゆる災害事象に対して完璧な対応を準備することは

不可能であり，めざすべきことではない．

危機耐性は，そのような場合も視野に入れて，深刻

な構造物被害の生じた状況への耐性を議論するもので

あり，レジリエンスの概念と多くを共有しつつも，若

干の違いも見られる．危機耐性のための理論体系が必

要であると考えられる．しかし，レジリエンスに関す

る様々な研究の蓄積との整合性は視野に入れるべきで

あろう．

危機耐性の議論においては，レジリエンスの議論に

比較して，構造に着目した議論が多い傾向が見られる．

「くしの歯」作戦においては，地元建設業者らの協

力も重要な要素であった．そのようなコミュニティと

の連携も重要である．上述した特集号でも Burton15)や

McAllister16)は，コミュニティレジリエンスの考え方に

基づく提案をしている．特にレジリエンスの効果を定

量的に評価する際ｆに顕著なように，インフラシステ

ムやコミュニティへの影響を明示的に扱い，その重要

性を強調している点は参考にすべき本質的な点である

と考えられる．また，カタストロフィックな事態に対し

て，コミュニティで対応する能力があることの重要性

についての議論もなされている 17)．

3. 危機耐性再考

(1) 対象とする事象

インフラの建造においては，自然を対象に大規模な構

造物を現地生産することが多く，耐震設計においても，

地盤条件や入力地震動の周波数特性や位相特性，液状

化強度の空間分布，RCの劣化程度など，様々な不確実
1 Community は，「人々の集まり」（「コミュニティ」）というより
も広くインフラなども含めた「社会」に近い意味であり，本稿
でもそれに従う．

性の要因がある．しかし，それらの不確実性の下でも，

深刻な問題を生じさせないことは，土木の本質である．

そのための対応として安全率がある．シンプルな発

想であるが効果は大きい．危機耐性はその概念の高度

化，一般化であるといえる．ただし，不確実性の揺ら

ぎ幅がはるかにおおきいことを踏まえた議論が必要と

なる．

例えば RC橋脚には，曲げ先行破壊の要件があり，こ
こまでは現行の耐震設計でも考慮されている．この性

能を高めることは重要である．しかし，それを超えた

場合についても考察を進めることが求められる．

危機耐性で考えるのは，低頻度だが深刻な事象であ

る．いわゆる設計での想定を超えた被害ということに

なる．ただし，どの程度の頻度であるか，つまり，確率

については主たる関心事としない．

危機耐性を定義すれば，いわば「十分な耐災害性能

を有する構造系が，何らかの理由により，想定範囲を逸

脱する状態になった場合にも，社会としてのレジリエ

ンスに資することができるようにするための品質」で

ある．

既報 2) では，対象とする領域の拡張を考える軸とし

て，事象，時間，空間を挙げた．

時間についての拡張は，被災直後及び復旧過程にお

ける状況を考慮することであり明らかである．空間に

ついての拡張は，広域的な災害対応やネットワークの

考慮であり，ASCEの特集号 5) でも複数の論文で議論

されているように，その意図は明快である．

以下では主に，事象についての拡張に関して述べる．

対象とするのは，万が一，発生すると大被害を引き起

こしうるが，原則として発現しないと考えられるほど

低頻度であるため，それを完全に防ぐことはコストや

使用性などの制約から事実上不可能な事象である．こ

のような事象の発生や深刻化を防ぐことで，負担可能

な程度のコストで実現することが本質である．

そのため，大きな被害につながる連鎖を初期段階で

防ぐことが求められる．その場合，もし被害が生じて

も，コミュニティが何らかの対応をすることで効率的

な回復や復興がなされる，すなわち，レジリエンスが

発揮されることが期待できる．様々な被災シナリオに

共通するトリガーイベントを防ぐことは効率的である．

たとえば，単体の構造物を対象とする場合でも，イン

フラネットワークや社会への影響が波及しうる被害の

発生を抑制することや，損傷が発生した場合にも必要

に応じて速やかに復旧が可能となるように備えること

が有効であろう．



(2) 情報

レジリエンスの研究では，発生確率の低い地震まで

も考えるようにした，というものも少なくない．しか

し，危機耐性とは，外力を 20%増加させて設計する，と
いうようなことではない．

危機耐性で扱う危機とは，危機発生前とは本質的に

異なる事象である．つまり，「危機」の前後で，何らかの

意味で支配的なメカニズムが変わるものと考えられる．

すなわち，危機とは，システムとしての相（phase）
が変わることに相当する．すると，危機耐性とは相転

移（phase transition）を生じさせないことになる．

そのためには，転移後の相（next phase）を同定し，
そのうち，深刻化しうるものを選定し，その発現を妨

げる仕組みを実現することが必要となる．なお，この

相転移を防ぐ仕組みは，外力や構造物の条件の変化が

あっても，ロバストに機能するものであることが必要

である．

以上の議論に基づくと，危機耐性を試行する設計に

必要な情報は，転移後の相，つまり，回避したいシナ

リオの性質である．相転移がどういう条件で生じるの

か，また，転移した後の相がどのようなものであるの

か，等を判断する必要がある．これを知るためには，メ

カニズムの理解に基づき，損傷後の状況を明らかにす

る必要がある．そのためには，構造力学的な仕組みや

現在の状態（劣化程度など）の情報は有用である．

シナリオについては，発生する可能性は否定できず，

考慮に値するだけの影響を持つものであることが確認

できればよい．一方，被害の期待値や確率特性につい

ては，詳細に評価する必要性は低いと考えられる．

したがって，本稿では，危機耐性について，「低頻度

だが大きな外力」への対策という側面ではなく，「影響

の大きい不確実性」への対策という面に着目して議論

する．この場合，危機耐性を実現するとは，不確実性

を減じることに相当すると考えられる．つまり，点検

やモニタリングを行うことで情報が増えるため，物理

的な補強をおこなわずとも，危機耐性を高めることに

つながることになる．

4. 危機耐性を指向する耐震設計

(1) 基本概念

上述の議論に基づくと，危機耐性を指向する耐震設

計とは，単に靱性を大きくすることではない．地震の

発生時に，何らかの理由により設計上守りうる範囲を

超えた場合に，回復する機会を確保することと考えら

れる．

無数に想定しうる next phasesのうち，どれを対象に
するかは，その被害から波及する影響の深刻さ，コミュ

ニティへの影響の大きさ等を鑑みて決定することにな

る．マルチスケールで考え，それぞれで着眼点を設け

る必要があろう．例えば，橋梁構造物のスケールでは

桁の落下という事象を考える場合でも，その橋梁が属

する交通ネットワークのスケールでは，被災後の経済

活動のためのアクセスの確保等を考えることになる．

なるべく確度の高い事象に還元して，その事象に対

処することが実効性のある耐震設計となる．したがっ

て，設計上は，単にもっとも大きい損傷を防ぐことを

目指すのではなく，クリティカルな不確実性因子を同

定し対処することを指向するべきである．これは，個

別の要素の相互依存関係を把握して，合理的な対策を

構築するものであり，考慮すべき範囲も広く高度な技

術が求められる．様々な要素技術を統合するための技

術的な検討を可能とする体系が必要である．

ハードウェアによる対策が難しいときはソフトウェ

アによる，というのが近年の流れであるが，この場合

でも，ハードウェアとソフトウェアを切り分けるべき

ではない．ソフトウェア的な対応がメインとなるよう

な状況に於いても，ハードウェアが貢献できることは

大きい．例えば，復旧作業の迅速化を考えても，ハー

ドウェアとしての耐震性能，復旧性能を向上させるこ

との効果は大きい．そのためには，ソフトウェアを担

うコミュニティが，ハードウェアを活用する能力を有

する必要がある．ハードウェアがどのような性能を有

しているのかを理解したうえで，有事に備えることが

求められる．

一方で，上記のような高度に技術的な議論をコミュ

ニティが理解することは（そして，その逆も）現実的

でないため，技術者とコミュニティ間での情報の共有

を促す体系が求められる．

(2) 設計手続き

設計手順としては下記の 5段階を想定している．

危機耐性能の規定： 前提とする社会的条件も明記し，

被災シナリオとそこで構造物の挙動が満たすべき

条件を，平易に記述する．

状況設定： 損傷シナリオの想定と対策．基本的には入

力地震動を求めない．使う場合も，検証用の仮想

的外力と位置づける．

構造計画： 経済的条件や地理的条件までを含む広い視

点から大局的な方針を設定する．

詳細設計： 先端技術を活用した具体的な設計をする．

検証と妥当性確認： 危機耐性能が保障されることを確

認する．

これらの関係性を図–1に示す．技術者とコミュニティ
の情報の共有を資する構造となることが意図されている．

「状況設定」，「構造計画」，「詳細設計」がコアとなる



コミュニティ

状況設定

構造計画

詳細設計

技術者

危機耐性能の規定

検証と妥当性確認

図–1 コミュニティと技術者の情報共有に資する設計体系の概
念図

設計作業であるが，それは専門的な技術的なものとな

る．危機耐性は，コミュニティとの協働も重要な要素

である．そのため，設計により実現される性能を，「危

機耐性能の規定」において平易に記述することで，構

造物の危機耐性についての情報を，コミュニティと共

有できるようにする．

一方，必ずしも確立されていない技術や，定性的な

検討に基づく技術的判断なども含まれることになるた

め，その技術的な適切性を「検証と妥当性確認」にお

いて確認する．このような構造により，設計者らの高

度な技術的知見がコミュニティと共有され，構造物の

危機耐性が有効に活用されることが期待される．

(3) 要求される危機耐性能

これは，危機耐性能の規定で定められ，以下のよう

な点についての記述が求められよう．

a) 危機耐性の必要性

平時，非常時の当該構造物の重要性に鑑み，当該構

造物に，危機耐性を付与する必要性を説明する．まず，

対象構造物の選定根拠を明確にすることが必要である．

既設構造物の場合，設計に用いた指針や維持管理状態

等も考慮して性能評価もするべきである．

b) 要求する危機耐性性能の定義

そのうえで，物理的及び社会的な環境を考慮し，当

該構造物に危機耐性を付与することの必要性を示すと

ともに，求められる性能（危機耐性能）を規定する．な

お，ここで設定される規定では，後述するリスクガバ

ナンスのためにも過度に専門的な表現は避け，広く理

解されるものとすることが必要である．

地震環境等を踏まえ，被災，復旧シナリオに於いて

想定される構造物の機能，役割等も踏まえ，要求され

る危機耐性性能を定義する．

この項目だけを見て，構造物に付与する性能の程度，

意義が理解できるようにすること．危機耐性能の設定

にあたっては，以下を踏まえたものとすることが求め

られよう．

地震環境： 前提としている地震や活断層等の科学的

な情報や行政が提示する地震危険度や被害想定等を記

述する．

社会的環境： 危機耐性は社会のレジリエンスに資す

るものであり，また，社会的な支援が無ければ実現不

可能であるため，社会的条件の考慮は必須．例えば，地

域防災計画，広域防災計画，維持管理体制や計画，災

害協定の有無やその内容，被災後の復旧技術（技術的

困難さ），等が挙げられる．また，インフラの復旧を担

う人的・物的資源も重要である．例えば，地域の建設

業界の経営状態，業務実績，業者数，労働者数，重機

数などを調査して，それを前提条件として明記するこ

とが考えられる．

被災・復興シナリオ： 一般的な地震外力の想定に基

づき，被災時及び復旧時のシナリオを設定する．具体

的には，クリティカルな不確実性因子の同定とそれに

起因する被災シナリオの策定により，レベル２までの

設計で想定されている設計条件を超えるとしたら何が

起こるのか（next phase）を考える．

そのために，まず，脆弱性を生じさせうる留意点（被

害形態，損傷箇所）を整理する．それらを考慮し，想定

すべき被災シナリオつまり損傷が発生する過程や，復

旧シナリオつまり機能を回復するのに必要な作業や資

源，について整理する．定性的な記述でかまわないが，

力学的，社会的，経済的など多面的にみて十分な合理

性を有するものとする必要がある．

(4) 構造設計

危機耐性は，相転移を防ぐものであるとすると，そ

の本質は大きな外力に耐えることでは無い．深刻化し

うる破壊形態や回復が難しい損傷を開始させないこと

である．倒れつつあるものを止めるのは，倒れ始める

のを防ぐよりも難しいだろう．

被災時の支配的メカニズムを把握し，そのうえで，そ

れが生じるダイナミクスとその階層性をふまえて因子

を特定する．そのロジックを整理することで，「根源的

要因」を同定することが，効率的な防御を図るために

重要である．

情報の不確実性を考慮することも必要である．根源

的要因となりうる「根源的な不確実因子」を抽出する

ことも必要である．例えば，液状化する地層の対策を

考えることは重要だが，危機耐性の考え方においては，



もし液状化したら大きな被害につながる地層の液状化

危険度に不確実性が大きいことを把握することが本質

的である．

提案では，構造計画および詳細設計の 2段階を設け
ている．それぞれの役割は，近年検討されている設計

体系（例えば，土木学会共通示方書 18),19)）に沿うもの

であり，特段に新規なものではない．ただし，技術的

には高度な議論が要求される．

a) 構造計画

地盤環境や構造の考察にもとづき考慮すべき因子を

検討し，設置位置の選定，調整などをふくめ，構造物

全体の形式等を決める．危機耐性の実効性を高めるた

めに回避すべき被害形態や地盤条件等をふまえ，採用

すべき構造形式等を選定し，その根拠を説明する．そ

のため，経済性や復旧性など，従来であれば構造設計

よりも前段階で検討されることも多かった事項につい

てもこの段階で同時に考慮することが望ましい．

本来，設計の目的は，事象を再現することではなく，

満たすべき性能（耐震設計の場合，被害が生じないこ

と）を実現することである．しかし，構造解析手法の

高度化にともない，再現性も高まっていると考えられ

ている．その結果，対応の余力（つまり安全率）を削

ることが正当化されることもありうる．しかし，深刻

な損傷の場合，事象の複雑性が高く，初期値や諸条件

への依存性（感度）も高いため，予測自体が非常に困

難である．したがって，危機耐性を論ずる際，精緻な

解析だけで判断することは不適切である可能性もある．

危機耐性で考慮する next phaseの被災メカニズムは条
件パラメタに影響されないロバストなメカニズムに基

づく必要がある．パラメタなどの不確定性を揺らがせ

た場合にも共通して生じるメカニズムに着目し，それ

に対応すべきである．

想定する不確実性の幅に対して，共通して出現する

力学構造は，比較的単純なものになると考えられる．し

かし，それこそが代表的事象である．将来的には，モ

ンテカルロシミュレーションのような多数の解析にも

とづき，共通のより複雑なメカニズムを把握すること

も可能となることも期待されるが，現時点では，ある

程度，直観的に理解できるメカニズムを考えることに

なろう．

b) 詳細設計

具体的な詳細な設計であり，既存の設計手法が適用

可能な事項が多いと思われる．しかし，大変形や深刻

な被害を考えるので，従来の設計法や検証法がそのま

ま適用できるかどうかは自明ではない．そのような場

合でも，新技術の導入を過剰なコストをかけることな

く導入できるようにするべきである．最新の知見に基

づく技術は，性能の保証や検証の方法が確立していな

い場合もあろうが，そのような形式的理由で利用を躊

躇するべきではない．科学的な根拠に基づき十分な信

頼性があると判断できれば採用を拒む必要は無い．た

だし，その詳細な検討の妥当性を第三者が判断できる

ように整理することを求める必要がある．

(5) 入力地震動

耐震設計では入力地震動が重要であった．地盤特性

や周波数特性などの相対的な値（卓越周波数の増幅程

度等）についての知見を得ることは十分に可能であり，

また，設計上も有用な情報である．

しかし，入力の不確実性は不可避である．東北地方太

平洋沖地震で，予想よりもはるかに大きいエネルギー

（マグニチュード）の地震が発生したことからも示唆さ

れるように，地震の大きさ（絶対値）については予測

が難しい．

危機耐性を考える際には，基本的には，構造物の被害

形態を中心にすえた議論がなされる．したがって，入力

地震動は必ずしも必要ではない．そのため，「外力設定」

ではなく，「状況設定」という項目が設定されている．

しかし，外力を考慮することもありえる．以下に，外

力を用いる場合の考え方について述べる．

a) 外力発生源（震源）の next phase
もし，非常に大きい外力に対しても無損傷で耐える

構造物があるとすると，構造上の支配的メカニズムに

変化は無いため，損傷メカニズムの next phaseは同定
ができないことになる．単に振幅を n倍にする，とい

うような対処も可能であるが，それでは nをいくつに

すべきなのかという判断の根拠を提示するのは難しい．

このような場合の危機耐性を定義づけるものとして，

地震発生メカニズムの next phaseを考慮することが考
えられる．地震外力にも，断層パラメタやマグニチュー

ド，地盤条件など，設計上の「想定」がある．それを超

える状況として，複数断層が連成する場合や，地下構

造などが想定と大きく異なる状況等を考慮して外力を

設定することは可能であろう．

b) ストレステスト用の仮想的外力

地震動を評価する際には，断層パラメタや地震環境

等の不確実性を考慮することは不可避である．地震環

境や観測記録を踏まえることで精度を高めることはで

きるが，不確実性は残る．危機耐性のための設計では，

そのような不確実性に起因する next phaseとして想定
すべきシナリオをふまえて，対処をすることが必要で

ある．そのためには，あえて大きい外力を与えて，何

が次のフェーズであるかについての示唆を得るという

ストレステストも有効であろう．その場合には，大き

い仮想的な外力を考慮することになる．

仮想的とはいえ，地震動としての特質と乖離してい



ないものを考慮することが好ましい．欧州で検討され

ている critical infrastructureの STREST20),21)をはじめと

して，実際にあり得る地震パラメタを設定して地震動

を作成することも多い．

従来の耐震設計で用いられる地震外力は，その外力

をわずかにでも超えたら構造物が倒壊してもよいと判

断するためのものではない．耐震設計で実現される裕

度を考慮すると，およそ生じうる地震動に対して適切

な耐震性を実現するであろうと考えられる設計外力で

ある．そのため，設計用の入力地震動のシミュレーショ

ン用のパラメタ設定において，構造物にとって厳密に

最もシビアな条件を考えない場合も少なくない．この

点を踏まえると，ストレステスト用に用いる地震動と

して，最もシビアな状況を設定して想定される地震動

を用いることも可能である．

ただし，その役割は，構造物被害の next phaseを推
定することであり，位置づけとしては仮想的な外力と

考えるべきである．したがって，例えば，当該構造物

にとってより厳しい外力となるように，時間周波数特

性や空間的な分布などを人為的に操作して作成した時

刻歴信号を仮想的地震動として用いることもあり得る

と考えられる．

(6) 検証と妥当性確認

設計が，冒頭で規定した危機耐性能を実現すること

を保障するものとなっていることを確認するための項

目である．

検証 設計手順の各段階が適切に実施されていることを

確認する．例えば，構成則や力学的パラメタなど

が適切に設定されていることを調べる．

妥当性確認 全段階が整合性をもって，規定された危機

耐性能を保障していることを確認する．例えば，被

災もしくは復旧シナリオの適切性や，抽出された

損傷メカニズムやその発言を抑止するメカニズム

の実効性等を検討する．

具体的には，新規性の高い技術の性能の検証なども含

め，各段階で考慮すべき不確実性の影響を踏まえ，「残

余のリスク」が適切に評価され，許容できる程度以下

であることを確認する．また，全体を総合的に俯瞰し

たうえで，複数の項目の残余のリスクが全体の挙動に

おいて深刻なリスクとならないことを確認する．

客観性を確保するため，できれば，第三者である専

門家が実施することが望ましい．

この作業を適切に行うことにより，コミュニティが，

当該構造物の危機耐性能を信頼できることとなり，合

理的な意思決定が促されることになると考えられる．

5. リスクガバナンス

(1) コミュニティレジリエンス

レジリエンスを考えるうえでは，コミュニティとし

てのレスポンスや能力が重要となる．NISTではライフ
ラインを対象に community resilienceの考え方を提唱し
ている 22),23)．我が国でも，内閣府の国土強靱化計画 24)

では，コミュニティレジリエンスの実装に向けた政策

がとられている．ASCEの structural engineeringなどの
いわゆるハード系の resilience研究においても，前述の
特集号 5) のように，道路やライフラインのネットワー

ク等のインフラシステムとしての機能に着目した評価

や，コミュニティレジリエンスに着目した検討がなさ

れており，構造物単体の議論ではないものも多い．こ

のような現況に習うと，インフラの危機耐性を効果的

に発揮させるためには，インフラシステムやコミュニ

ティとの連携をはかることを念頭に置くことも，危機

耐性にとって重要であるといえる．

(2) リスクガバナンス

危機耐性の実装において，上記のようなコミュニティ

レジリエンスを考慮するためには，コミュニティと様々

な情報を共有して，社会の理解を得ることが必要である．

まず，コミュニティが，危機耐性の正確な理解をもつ

ことが必要である．危機耐性を考えるのはインフラの

耐震性能が不十分であるから，というような誤解は避

けねばならない．

インフラの災害時の信頼性を高めるものであること

が理解されれば，危機耐性を有するインフラの利用可

能性を前提としたコミュニティの災害対策などの行動

を促しうる．民間企業にも，災害に強いインフラを前

提としたマーケティングや投資，BCP戦略の策定等を
促せる可能性もある．特に，建設会社が，被災時への

対応を視野にいれた備えをすることは，インフラの品

質保持や災害復興に大きな意味がある．いずれも，も

し実現すれば，インフラの危機耐性が実質的に高まる

ことにつながる．

一方で，災害時のリスクに関する情報の共有は，コ

ミュニティに不安や過剰反応を引き起こす可能性もあ

る．いたずらに不安感を刺激するのでは無く，適切な

リスクとして認知され対応されるようバランスをとっ

たリスクガバナンスが必要である．

6. 認証制度（カテゴリー 2）

既報 2) では，危機耐性を設計体系に組み込む際の枠

組みとして，「カテゴリー 2」を設定し，従来の設計を
包含する「カテゴリー 1」から独立させることの必要性



を示した．このカテゴリー 2の位置づけを考える．

危機耐性の検証では，入力地震動を設定せず，また，

新規技術であるがために必ずしも定量的な検証はでき

ない．そのようで状況では，現行の耐震設計で行われ

ているような「照査」は難しい．

また，危機耐性の重要な構成要素である社会的な要

件等は時間と共に変化する．構造物の維持管理状態や，

建設会社数等の社会的な環境の変化を考えると，10～
20年に一度程度の確認が求められよう．さらに，危機
耐性に関する技術については，今後も様々な新規技術

の開発が見込まれるため，迅速な対応も求められる．

したがって，危機耐性については設計時に一度確認す

るだけでは無く，定期的に確認されることが望ましい．

また，このような評価は，公平性や客観性を有する

組織が担当するべきであるが，国の指針として規定化

されなればならないという必要性は低い．公共性の高

い組織が担えば十分に正当性を担保できる．

このような性質を考慮すると「カテゴリー 2」は，認
証制度化されることが適当であると考えられる．例え

ば，学会等の組織や機関が参画して，認証する組織を

構築することも可能であろう．

7. おわりに

(1) まとめ

本稿では，危機耐性を指向した設計を実装すること

を念頭において，その考え方などについて考察した．

まず，親和性の高いレジリエンスの研究との関係性

をふまえ，コミュニティとの関係性をふくめ，対象を

広げることの可能性を示唆した．そのうえで，危機耐

性を，大きな外力ではなく不確実性への対処として捉

える考え方を提示した．この場合，情報を収集するこ

とも危機耐性の向上に資することとなる．そして，そ

れらを踏まえ，設計手順について述べた．ストレステ

ストのための仮想的外力としての地震動や，コミュニ

ティと技術者の情報共有を促しうる体系のあり方につ

いて考察した．最後に，危機耐性を指向した設計を実

装するにあたって必要となる制度的な要件として，リ

スクガバナンスと認証制度について短く述べた．

(2) これからの課題

危機耐性を試行する設計体系を構築したとしても，そ

れを社会的に定着させていくためには課題も多い．

ハードウェアの研究としては、レジリエンスの研究

と同様に，今後，地震災害だけに限らず，劣化なども

含めたマルチハザードの考慮も重要となると考えられ

る 25)．

実効性を高めるためには，契約制度の設計も重要に

なると考えられるが，現状では未成熟で課題も多い 26)

ため検討が必要である．さらに，危機耐性におけるコ

ミュニティとの協働の重要性を鑑みると，建設業界の状

況も重要な因子である．有事の際の協定は多々なされ

ているが，建設業界の高齢化や規模縮小が深刻化する

将来における実効性については不確実性も大きい．レ

ジリエンスや危機耐性の定量的評価等の検討を踏まえ，

重機の確保に必要なコストの負担などについても検討

が可能であろう．

また，国際展開戦略も重要であろう．日本では「質

の高いインフラ」が海外展開方針として示されている．

「危機耐性」はまさにインフラの質を高めるものである

が，それを具体的に示す手段や制度が検討されていな

い．ISO2394等で信頼性についての議論はなされてい
るが，危機耐性で対象とするような深刻な不確実性へ

の対処についての議論は限定的であるため，好機であ

ると考えられる．
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